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消防団を中核とした地域防災力の充実強化に向けた重点取組事項について 

 

近年、日本各地で様々な災害や火災が相次いでおり、災害の多様化、複雑化が一層進むことも

想定され、大規模な災害への対応が急務となっています。 

一方、地域の消防防災体制の中核的役割を果たす消防団について、団員数は減少傾向にありま

す。本日公表した消防団の組織等に関する調査の結果では、本年４月１日現在、消防団員数は

831,982人となり、前年度から11,685人減少しています。 

こうした中で、地域住民の安心・安全の確保のために、消防団を中核とした地域防災力の充実

強化を一層図ることが肝要であり、消防団員の確保を含む地域防災力の充実強化に向けて、今

後、特に重点的に取り組んでいただきたい事項についてまとめましたので、積極的な取組を行っ

ていただくようお願いします。都道府県にあっては、貴都道府県内の市町村に対して、下記事項

に十分留意の上、地域の実情に応じた消防団員の確保等について積極的な取組を行うよう周知

し、適切に助言されるようお願いします。 

なお、本通知は消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

  

殿 
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参考



記 

 

１ 地域防災力の一層の充実強化に向けた議論の創出等 

（１）地域防災力自己診断カルテの活用等による議論の創出等 

市町村においては、将来の地域の人口等の見通しや災害発生のおそれ等を踏まえ、地域防

災力の充実強化をどのように図っていくかを、住民、事業者をはじめ、消防団、自主防災組

織など防災活動に携わる地域の多様な方々とともにしっかりと議論を行うこと（以下「将来

の地域防災力に関する議論」という。）が重要である。 

将来の地域防災力に関する議論を行う上で、南海トラフ地震や首都直下地震の被害想定を

踏まえる必要があるとともに、市町村が上記の多様な方々との間で効果的に議論を進めるこ

とができるようにするため、別紙のとおり、「地域防災力自己診断カルテ」の様式を作成し

たので、活用されたいこと。市町村において、将来の地域防災力に関する議論の成果として

当該カルテを作成した場合には、都道府県を通し、消防庁に提出していただきたい。 

また、都道府県においては、市町村に対し適切な助言等を行う必要があること。 

 

（２）将来の地域防災力に関する議論を踏まえた市町村地域防災計画の一層の充実等 

市町村は、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成25年法律第110

号。以下「地域防災力充実強化法」という。）第７条第１項に基づき、災害対策基本法（昭

和36年法律第223号）に規定する市町村地域防災計画に、地域防災力の充実強化に関する事

項を定める必要がある。このため、当該事項を未だ定めていない市町村については、将来の

地域防災力に関する議論を踏まえ、早急に当該事項を定めること。策定済の市町村について

は、将来の地域防災力に関する議論を踏まえ、当該事項に関し一層の充実、具体化を図るこ

と。 

また、地域防災力充実強化法第７条第２項に基づき、地区防災計画を定めた地区につい

て、早期に具体的事業計画を策定すること。 

 

２ 消防団の充実強化 

（１）消防団の充実強化に向けた定量的な目標の設定等 

地域防災体制の中核を担うのは、地域密着性、要員動員力、即時対応力といった特性を持

つ消防団である。このため、市町村において、地域防災力の現状や将来の地域防災力に関す

る議論等を踏まえ、将来の地域において消防団の果たす役割、機能に関する検討を早期に行

い、消防団員の数や装備の改善等、消防団の体制についての定量的な目標を設定すること。 

また、消防団の充実強化に向けた中期的な計画を策定することが望ましいことから、同計

画の策定について検討すること。なお、令和２年度消防庁予算において、こうした取組を全

国的に促進するためのモデル事業を新たに要求しているところである。 
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（２）基本団員を中心とした消防団員の確保等 

① 基本団員の計画的な確保と質の向上 

引き続き消防団員の確保に努めるとともに、特に、消防団の中核としてあらゆる災害

に対応できる基本団員の確保に計画的に取り組むこと。 

消防団員の確保に当たっては、入団促進に向けた取組と退団への対策の両方を講じる

ことが重要である。このため、これらに関する現状及び課題について、先進的な取組を

行っている市町村又は都道府県の事例を参考にしつつ、しっかりと分析を行うこと。な

お、本年４月１日現在の消防団員の数が前年同日に比べて増加した市町村の数は375で

あり、神奈川県や京都府、沖縄県の消防団員の数は前年に比べて増加している。 

また、条例定数と実団員数に乖離がある消防団にあっては、地域防災力を向上させる

観点から、早急に条例定数を満たすよう団員数の確保を図ること。なお、組織再編等に

より条例定数等を削減することなどについては慎重を期すこと。 

一方、近年の災害は多様化、大規模化していることから、消防団員の数の確保ととも

に、装備・訓練の改善や装備に関する先進的な機器等の積極的な活用等による消防団員

の更なる質の向上を通じて、消防団の災害対応能力の向上を図ること。 

 

② 「大規模災害団員」の導入等 

基本団員の確保とあわせて、「大規模災害団員」を積極的に導入すること。また、本

年４月１日現在、501市町村（全体の約29％）において機能別団員制度が導入されてい

ることを踏まえ、「大規模災害団員」等の機能別団員・機能別分団制度について未だに

導入していない市町村については、同制度の導入について早急に検討すること。 

消防職員ＯＢや消防団員ＯＢ（定年等による退団者のみならず、本業の多忙等により

退団する消防団員を含む）の経験・知見の活用は有効であることから、これらの者を

「大規模災害団員」や住民への防災知識の啓発等の役割に限定した機能別団員等の消防

団員として位置付けるとともに、他の消防団員の指導を行う消防団員として活用し、安

心して活動できる環境を整備すること。 

 

（３）多様な人材の活用 

① 女性 

政府として、消防団員に占める女性の割合について、令和８年度（2026年度）に10％

を目標としつつ、当面５％とする目標を掲げている中（「第４次男女共同参画基本計

画」（平成27年12月27日閣議決定）を参照。）、本年４月１日現在、当該割合は3.2％

であり、また女性消防団員が所属していない消防団の数は、同日現在、598（全体の約

27％）にとどまっている。このため、令和９年３月末日までに消防団員に占める女性の
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割合が10％に達するよう、基本団員はもとより、女性の強みを生かし活動のしやすさに

配慮した機能別団員制度の活用などにより、女性の入団促進に積極的に取り組むととも

に、女性消防団員が所属していない消防団においては、令和４年３月末日までに女性消

防団員が所属することとなるよう、早急に取り組むこと。 

 

② 学生 

「学生消防団活動認証制度」を導入している市町村の数は、本年４月１日現在、290

（大学等が管内に所在する市町村全体の約50％）にとどまっている。特に、大学等が管

内に所在する市町村においては、令和４年３月末日までに同制度が導入されることとな

るよう、早急に取り組むこと。その他の市町村においても、同制度の導入を引き続き促

進すること。また、都道府県においても、市町村に対し、同制度の導入について積極的

に働きかけを行うこと。 

 

③ 事業所・団体等 

被用者の入団促進に向けて、消防団活動に対する事業所の理解・協力を得るため、地

方公共団体の担当と消防団とが連携し、地域の事業所を訪問する取組等を行うこと。 

また、本年４月１日現在、1,326市町村において「消防団協力事業所表示制度」が設

けられているところ、未だに導入していない市町村においては、令和４年３月末日まで

に同制度が導入されることとなるよう、早急に取り組むこと。 

 

④ 公務員等 

大規模災害時の参集体制の確保等に配慮しつつ、市町村職員の消防団への加入促進を

重点的に図ること。都道府県や国の出先機関等が所在する市町村においては、都道府県

や国と連携し、都道府県職員や国家公務員の消防団への加入促進を図ること。 

また、地域社会と緊密な関係を持つ日本郵政株式会社社員についても、消防団への加

入を促進すること。 

 

⑤ 消防職員ＯＢ・消防団員ＯＢ 

（２）②で述べたように、消防職員ＯＢや消防団員ＯＢを「大規模災害団員」等の消

防団員として位置付けることなどの取組を行うこと。 

 

（４）社会環境の変化等に伴う退団等への対応 

① 休団制度の積極的な活用 

近親者や家族の介護、育児等を行いやすい環境づくり等を進める観点から、団員の身

分を保持したまま消防団員としての活動を一定期間行わないこととすることができる制
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度である休団制度を積極的に活用することが有意義であると考えられることから、その

活用について、令和４年３月末日までに検討すること。 

なお、休団制度の活用に当たっては、休団期間中、当該消防団員に対して年額報酬等

を不支給とし、退職報償金については在職年数不算入とすることができる制度であるこ

とに十分留意すること。 

 

② 定年制の撤廃等 

本年４月１日現在、436（全体の約25％）の市町村において未だ定年制が設けられて

いる。高齢化が進展している社会情勢や定年制の運用による消防団員数の減少に鑑み、

当該市町村においては定年年齢の引上げ、制度撤廃について、条例改正その他必要な措

置を検討すること。特に、定年年齢を60歳未満に設定している市町村においては、原則

として、令和４年３月末日までにその状況を解消すること。 

 

③ 転居や本業の多忙等に伴う退団への対策 

転勤や進学に伴う転居により退団する層の存在を踏まえ、転出先でも消防団活動を容

易に継続できるようにするため、平成30年１月19日付け消防地第15号において例示した

消防団員歴を示す紹介状を活用して、転入先の市町村における入団手続きの簡素化等を

図ること。 

また、本業が多忙等の理由により退団が見込まれる者については、活動を限定した

「大規模災害団員」等への移行や休団制度の活用等により、消防団活動を継続しやすい

環境を整備すること。 

さらに、団長・分団長・部長等の役職を退いた消防団員については、団員の階級に戻

り消防団にとどまることや、「大規模災害団員」になること等、経験や知見を生かして

活躍してもらうための工夫をすること。 

 

④ 処遇の改善 

消防団の活動実態に見合う適切な額の年額報酬や出動手当を支給する必要があるた

め、地方交付税単価（年額報酬36,500円、１回当たり出動手当7,000円）を踏まえ、年

額報酬や出動手当を引き上げること。特に、年額報酬が１万円未満の市町村において

は、原則として、令和４年３月末日までに、その状況を解消するための引上げを行うこ

と。 

また、消防団員に対する年額報酬等の支給方法については、消防組織法第23条の規定

に基づき、各市町村の条例で定められているところ、年額報酬等はその性格上本人に支

給されるべきものであることを踏まえ、適切に支給すること。 

 

5



⑤ その他地域の実情に応じた退団への対策 

上記の取組のほか、例えば、異なる分団等に所属する消防団員同士が定期的に交流で

きる機会の創出等による、消防団員としての活動をしやすい環境づくりや、加重な負担

がかからないよう真に必要な訓練を効率的なスケジュールで実施することなど、地域の

実情に応じ、消防団活動を継続しやすい環境の整備に向け、創意工夫を図ること。 

 

（５）装備の改善 

消防団の救助活動用資機材等の装備を可及的速やかに改善するため、平成30年度に「防

災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」において創設した国庫補助金を積極的に活

用することなどにより、消防団の装備の改善を集中的・計画的に進めること。 

 

（６）その他の留意事項 

① 自主防災組織等との連携等 

消防団の充実強化を図り、地域防災力全体の向上につなげるため、消防団が平時には

自主防災組織の教育訓練等において指導的な役割を担うとともに、災害時には自主防災

組織の指揮をとる等の役割分担を行い、平時・非常時ともに消防団と自主防災組織や防

災士等との連携を強化すること。また、自主防災組織等において防災活動を中心的に担

う者を「大規模災害団員」とし、情報収集や消防団との連絡調整等を行うこと。 

 

② 外国人の消防団への加入 

 外国人を消防団員に任命することについては、公務員に関する基本原則を踏まえ、公

権力の行使をしない範囲で活動すること等に留意しつつ、市町村において、外国人が消

防団員として避難誘導や避難所における通訳等の活動、平時における広報活動等を行う

ことは、地域防災力の充実強化を図る上で効果的であると考えられることから、地域の

実情に応じ、適切に対応すること。 

   

③ 防災ボランティアへの加入促進 

 防災ボランティアについて、将来の地域防災の担い手となることも考えられる。この

ため、地域の実情等を踏まえ、防災ボランティアに対し、担当部局等との連携等によ

り、機能別団員等としての入団促進を図ることについて、検討すること。 

 

④ 少年消防クラブへの中学生・高校生の加入促進 

将来の地域防災の担い手を確保するため、少年消防クラブについて、特に、高校生ま

で少年消防クラブ員を継続可能とすることや、中学生・高校生の加入を促進することな

どの工夫を行うこと。  
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